
宮崎県農作物栽培慣行基準策定要領

平成１５年６月 ６日
最終改正 令和 ３年４月１日

農政水産部農業普及技術課

（趣 旨）
第１条 国の「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」（平成４年１０月１日食
流第３８８９号）の改正（平成１５年５月２６日）により、特別栽培農産物は、
化学合成農薬及び化学肥料の節減割合が５割以上であることと定義されたが、そ
の比較基準については、地方公共団体が策定又は確認する必要があるため、本県
で生産される農作物の化学合成農薬及び化学肥料の使用の慣行基準（以下「慣行
基準」という。）を作物及び作型ごとに策定する。

（策定方針）
第２条 慣行基準は、別に掲げる宮崎県農作物栽培慣行基準策定方針に基づいて策
定する。

（策定委員会）
第３条 慣行基準の内容について協議するため、宮崎県農作物栽培慣行基準策定委
員会（以下「委員会」という。）を設置する。

２ 委員会は、別表１に掲げる職にある者により構成する。
３ 委員会は、作物及び作型ごとの慣行基準について協議する。

（作業班）
第４条 慣行基準の策定に必要な調査検討を行うため、委員会に作業班を設置する。
２ 作業班は、別表２に掲げる職にある者により構成する。
３ 作業班は、作物及び作型ごとの化学合成農薬及び化学肥料の慣行の使用水準を
調査検討する。

（関係機関・団体との連携）
第５条 慣行基準の策定は、県経済農業協同組合連合会、各農業協同組合、地域農
業改良普及センターをはじめとする関係機関、団体等と連携を密にして実施する。
特に、地域の栽培基準及び栽培暦並びに現地における使用事例調査は、県経済

農業協同組合連合会、地域農業改良普及センター及び各農業協同組合の協力を得
て実施する。

（慣行基準の改訂）
第６条 慣行基準は、必要に応じて、変更、新たな作物及び作型の新設等の改訂を
行う。なお、改訂に当たっては、第２条から第５条の規定を準用する。

２ 慣行基準の新設を必要とする農業団体、農業者等は、別記様式により宮崎県農
業普及技術課長に策定申請を行う。ただし、県内で生産されていない作物、生産
がごくまれな作物等で策定が困難と判断される場合は申請を受け付けない。

３ 申請受付は、年２回（２月、８月の各１ヶ月間）行い、それぞれ５月及び１１
月に申請者に対し結果を通知する。

（普及・啓発）
第７条 慣行基準については、関係機関、団体等を通じて普及・啓発に努める。



附 則
この要領は平成１５年６月６日から施行する。

附 則
この要領は平成１６年５月２４日から施行する。

附 則
この要領は平成１７年６月１日から施行する。

附 則
この要領は平成２５年４月１日から施行する。

附 則
この要領は平成２７年４月１日から施行する。

附 則
この要領は平成２８年４月１日から施行する。

附 則
この要領は平成２９年４月１日から施行する。

附 則
この要領は令和２年８月２４日から施行する。

この要領は令和３年４月１日から施行する。



別表１
宮崎県農作物栽培慣行基準策定委員会構成

所 属 職 名 備 考

宮崎県農政企画課 課長補佐（技術担当）

宮崎県農産園芸課 課長補佐
(企画・水田担当）

〃 〃（畑作・園芸担当）

宮崎県総合農業試験場 土壌環境部長

〃 生物環境部長

〃 作物部長

〃 野菜部長 関係作物のみ
協議に参画する

〃 果樹部長

〃 畑作園芸支場長

〃 茶業支場長

〃 亜熱帯作物支場長

宮崎県総合農業試験場 専門技術担当副場長

宮崎県農業普及技術課 課長 委員長

〃 課長補佐（技術担当） 副委員長

宮崎県農業普及技術課 環境保全担当 事務局



別表２ 宮崎県農作物栽培慣行基準策定作業班構成

所 属 担当職名 備 考

宮崎県農産園芸課 畑作農業担当
野 〃 施設園芸担当
菜 〃 露地園芸担当
作 宮崎県総合農業試験場土壌環境部 副部長
業 〃 生物環境部 〃 関係作物のみ
班 〃 野菜部 〃 協議に参加

〃 畑作園芸支場 主 任
班 長

宮崎県総合農業試験場専門技術ｾﾝﾀｰ 専門技術指導担当
〃 （野菜担当）
〃 （土壌肥料担当）
〃 （病害虫担当）

宮崎県農産園芸課 露地園芸担当
果 宮崎県総合農業試験場土壌環境部 副部長
樹 〃 生物環境部 〃
作 〃 果樹部 〃
業 〃 亜熱帯作物支場 主 任 関係作物のみ
班 協議に参画

宮崎県総合農業試験場専門技術ｾﾝﾀｰ 専門技術指導担当
〃 （果樹担当） 班 長
〃 （土壌肥料担当）
〃 （病害虫担当）

作 宮崎県農産園芸課 水田農業担当
物 宮崎県総合農業試験場土壌環境部 副部長
作 〃 生物環境部 〃
業 〃 作物部 〃
班 宮崎県総合農業試験場専門技術ｾﾝﾀｰ 専門技術指導担当

〃 （作物担当） 班 長
〃 （土壌肥料担当）
〃 （病害虫担当）

茶 宮崎県農産園芸課 畑作農業担当
・ 宮崎県総合農業試験場土壌環境部 副部長
特 〃 生物環境部 〃
用 〃 茶業支場 栽培科長
作 宮崎県総合農業試験場専門技術ｾﾝﾀｰ 専門技術指導担当
物 〃 （特用作物担当） 班 長
作 〃 （土壌肥料担当）
業 〃 （病害虫担当）
班

宮崎県農業普及技術課 環境保全担当 事務局



（別 掲）

宮崎県農作物栽培慣行基準策定方針

１ 基本的な考え方

県では、平成１１年１２月に「持続性の高い農業生産方式の導入に関する指針」

を策定し、平成１３年３月にその追補版となる「環境保全型農業技術指針」を策

定して化学合成農薬及び化学肥料を節減した栽培を指導してきている。

そのため、慣行基準は原則として、これらの技術指針に示された技術が導入さ

れる以前の栽培の水準とする。

２ 化学合成農薬の使用水準について

県が策定した「病害虫・雑草防除等指導指針」（平成１４年３月）を基本とし、

地域の栽培基準及び栽培暦並びに現地における使用事例調査の結果を検討して策

定する。

３ 化学肥料の使用水準について

県が策定した「主要作物の施肥基準」（平成１１年３月）、「宮崎県野菜栽培指

針」（平成１１年２月）、「宮崎県果樹栽培指導指針」（平成１３年３月）、「宮

崎県主要農作物等栽培基準」（平成１３年３月）及び「宮崎県茶栽培指針」（平

成１１年３月）を基本とし、地域の栽培基準及び栽培暦並びに現地における使用

事例調査の結果を検討して策定する。

４ 作型、地域性等について

(1) 同一作物であっても、栽培時期や栽培期間によって、化学合成農薬及び化学

肥料の使用量が異なるため、作型別に策定し、栽培期間及び収穫期間を明示す

る。

(2) 同一作物、同一作型であっても、地域によって、化学合成農薬及び化学肥料

の使用量が異なるため、必要に応じて地域別に策定する。

(3) 作物によっては、土壌条件（火山灰土壌、非火山灰土壌）によって、化学肥

料の使用量が異なるため、必要に応じて土壌条件別に策定する。

(4) 作物によっては、栽培技術の導入によって、化学肥料の使用量が異なるため、

必要に応じて導入技術別に策定する。

(5) 果樹や茶などの永年作物については、収穫終了後からの１年周期で策定する。



（別記様式）

農作物栽培における化学合成農薬及び化学肥料使用の
慣行基準策定申請書

宮崎県農業普及技術課長 殿

年 月 日
組織の名称：

代表者氏名：
電話番号 （ ）

所 在 地：

国の「特別栽培農産物に係る表示ガイドライン」に基づいて農産物の生産・表示
を行うために、化学合成農薬及び化学肥料使用の慣行基準を策定いただきたく下記
により申請します。

記

作物名

品種等

播種期 月 旬～ 月 旬 月 旬～ 月 旬 月 旬～ 月 旬

定植期 月 旬～ 月 旬 月 旬～ 月 旬 月 旬～ 月 旬

収穫期間 月 旬～ 月 旬 月 旬～ 月 旬 月 旬～ 月 旬

栽培する
市町村名

土壌条件 火山灰土、灰色低地土 火山灰土、灰色低地土 火山灰土、灰色低地土

露地・施 露地、 施設 露地、 施設 露地、 施設
設の別 トンネル トンネル トンネル

特記事項
(導入技術等)

※ 土壌条件及び露地・施設の別についてはそれぞれ該当するものを○で囲む


